
は じ め に

East Asian Miracle（東アジアの奇跡）（World
Bank（1993））が出版されて以来、東アジアはつ
ねに発展戦略の成功例として論じられてきた1）。
東アジアの発展戦略が注目されるに至ったのは、

1980年代のラテンアメリカの「失われた 10年
lost decade」との対比が意識されていたことにも
よる。1982年のメキシコ債務危機と途上国向け
資本フローの逆転後、通貨危機・経済危機に陥っ
た途上国への処方箋として「構造調整政策」が一
世を風靡した2）。しかし、構造調整政策は各国の
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＊関西学院大学国際学部教授
１）発展途上国が先進国経済を脅かす存在として意識され始めたのは OECD 報告書 Challenges of Newly Industrial-

izing Countries（1977）が最初ではないかと思われる。そこでよく知られるようになった NICs（新興工業国）
という略語は、その後、「国」を「経済」に改めて NIEs（新興工業経済）になったが、それは工業製品輸出国
として無視できない存在となったことを示している。

２）緊縮的財政金融政策という伝統的な対外調整に加えて、過剰な政府介入を減らすなど国内政治経済構造の改革
も含めた政策パッケージとして、この構造調整政策をとることが、国際機関からの救援融資を受ける前提と↗
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構造や初期条件の違いを考慮しない「one-fit-for-
all」な政策パッケージであった。Kohsaka and
Ohno（1996）では、これら各国の違いを考慮に
入れない限り、危機の原因を明らかにすることは
できず、発展戦略の構築も難しいと論じた3）。
この構造調整政策のエッセンスをまとめたもの
が「ワシントン・コンセンサス」である。それ
は、緊縮的マクロ経済政策、政府介入の最小化、
市場自由化、を骨子とする新古典派的あるいは
「市場原理主義」的な政策イデオロギーを体現す
るものであった。これに対して、前述の East
Asian Miracle は、やや折衷的な立場をとり、市
場と政府の協調、成長と分配の両立、人的資本の
重要性を強調し、これらが東アジアの奇跡を支え
たと論じて、ワシントン・コンセンサス的立場と
は距離をおいた見方で注目された4）。
さらに、その後の研究の深化は、ワシントン・
コンセンサスで重視されている政策処方箋は表面
的であり、経済発展の基礎的条件・構造を十分に
とらえておらず、歴史・地理・制度といった、も
っと「深い」要素、one-fit-for-all でない側面こそ
重要だとした。これらは発展戦略を新古典派成長
論の枠組みから一歩も二歩も踏み出させることに
なった。Kohsaka and Ohno（2004）でも、市場と
国家の相互補完関係、市場や国家を支える制度が
経済発展を左右するメカニズムの重要性が強調さ
れている。
新古典派経済成長論をベースにした「成長会
計」による実証分析も上のような議論の進展を反
映することとなった。当初の、物的人的資本蓄
積、マクロ経済安定、貿易開放度、金融深化など
の「浅い」コントロール変数に加えて、政治的安
定、知的所有権保護、行政効率、法と秩序、地理
的および歴史的条件など「深い」コントロール変
数を加えることによって、各国の初期条件や周辺
環境の違いに対処しようとした。その結果、各国

間の所得格差は時間と共に縮小し、究極的に一定
の定常所得水準に到達（「無条件収束」）するもの
ではなく、各国の条件に依存して異なる定常所得
水準に「条件付き収束」するという解釈だ。「条
件付き収束」モデルで各国間の所得格差や所得収
束を説明することは、しかしながら、容易でな
い。どの国にもあてはまる条件をめぐって多くの
実証研究が行われ、多様な条件が同定され、多様
な結論が示されているのがその証拠だ。
以上の議論は一部門モデルを念頭においてお
り、いわば均整成長における所得収束を巡るもの
であった。しかしながら、開発論では、そもそも
経済発展が不均整成長 unbalanced growth によっ
てもたらされるものであり、構造変化 structural
transformation を伴うことはよく知られてきた。
例えば、有名なルイスの 2部門モデルはそれをも
っとも簡単な伝統部門と近代部門の間の労働移動
と近代部門の資本蓄積で説明した。最近になっ
て、産業構造変化と経済発展の関係が再び研究関
心を引きつけ始めている（Matsuyama（2008）、
Ray（2010））。ただし、ほとんどがまだ伝統的な
農業・工業・サービスの 3部門モデルの理論分析
に終始しており、より細分化された多部門経済で
部門ごとの生産性成長と部門間の要素再配分の成
長効果が一国の経済発展プロセスにどのような役
割を果たしてきたのかを実証的に明らかにする研
究は始まったばかりだ。
そのなかで、McMillan and Rodrik（2011）、Ro-

drik（2013）は産業間の生産性格差と生産性収束
の差に注目し、産業別データを用いて経済全体の
生産性成長の国間格差が産業間の要素移動の方向
と速度に依存していることを明らかにした。発展
に成功した途上国は成長促進的な構造変化に成功
した国々であり、それは無条件収束のみられる製
造業部門への資源再配分に成功したからだという
のである。ただ、製造業部門も多様である。非製

────────────────────────────────────────────
↘ なる「コンディショナリティ（付帯条件）」とされた。
３）Rodrik（1998）でも同趣旨の批判が展開されている。
４）ところが、この肯定的な見方に対しては、「成長会計」の枠組みからの実証研究結果を引用し、東アジアの高
成長が生産性成長よりは要素蓄積に強く依存しており、持続的でないという批判があった。それに追い打ちを
かけたのが 1997年のアジア危機だ。アジアは市場原理を軽視し、民主的でない政治システムを温存した「ク
ローニー・キャピタリズム」であり、その政治経済構造こそが資本フロー逆転を招いた、過剰な蓄積に基づく
成長は限界に来る、というタイプの議論が噴出した。
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造業部門に至っては、農林水産業だけではなく、
広義のサービス産業もそれぞれ互いに極めて異な
る産業から成っている。また、途上国にとって一
律に工業化を目指すことはそもそも現実的な戦略
選択と言えるのだろうか。さらに、経済発展のた
めには産業構造変化が不可避だとして、脱工業化
段階にある先進国へのそのインプリケーションは
何か。
そこで、本稿では、これらの問題意識から、生
産性成長の部門別収束パターンの相違に着目し、
多部門経済の産業構造変化と経済成長の関係を実
証的に分析することを試みる。部門ごとの生産性
成長と部門間の要素再配分が一国の経済発展プロ
セスに果たす役割に関しては未だ十分な実証研究
の蓄積がない。ここでは、生産性成長の部門別収
束パターンを推計し、それに基づいて、各国の産
業構造変化の現状を評価し、今後の発展戦略にお
けるポイントを同定してみたい。主たる対象は東
アジアと日本だ。
以下、第 1節では、生産性収束と産業構造変化
をめぐるこれまでの議論を整理・展望する。つい

で第 2節では、発展途上国の産業構造変化と生産
性成長パフォーマンスをレビューし、部門間再分
配が成長に果たした役割を国際比較する。第 3節
では、日米の生産性成長と産業構造変化に焦点を
あて、両国の格差のダイナミクスを解剖し、それ
が先進国グループにおける産業部門別生産性収束
のパターンのどの位置にあるのかを考察する。

1．背 景

伝統的な新古典派成長理論によれば、低所得国
は高所得国より成長率が高いと想定される。低所
得国は資本労働比率が低く、投資収益率が高いは
ずだからだ。加えて、グローバル化が進展すれ
ば、自由な資本移動によって国内貯蓄の制約はな
くなり、世界市場に向けた比較優位のある貿易財
生産によって、上の所得収束プロセスは加速化さ
れると想定される。だが、この理論は明らかに現
実を説明していない。
1人あたり GDP は労働生産性と労働力率の積

であるから、労働力率の変化が小さければ、1人
あたり GDP と労働生産性の成長率は同調する。

図 1 労働生産性の収束

（注）各プロット（点）は、118カ国の、1965-75、1975-85、1985-95、1995-2005の各期間におけ
る労働生産性成長率（縦軸）と期首の労働生産性（横軸、対数値）の組み合わせを示す。
図の直線は、上記の労働生産性成長率を同生産性に回帰したもの（時間固定効果モデル）。

（出所）Rodrik（2013），Figure 1.
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図 1は、1965-2005年の各 10年について、途上
国を含む 118カ国の期首の労働生産性と同成長率
（期間平均）の組み合わせをプロットしたもので
ある。生産性が収束するのであれば、期首の生産
性が低いほど、同成長率は高く、成長率を生産性
水準に回帰した直線は右下がりとなるはずだが、
傾きは負でなく、統計的に有意でもない。
事実、産業革命以来の現実は各国間の所得収束
どころか、所得格差の拡大だ。所得収束を実現し
ている東アジアは例外であり、開発戦略をめぐ
る、政府か市場かといった伝統的な論争は、「ワ
シントン・コンセンサス」を経てもなおコンセン
サスを実現できないでいる。この間、成長理論も
「条件付き収束」の概念を導入して現実に歩み寄
った。政府や市場の失敗は無条件の所得収束を阻
んでいる。現実の途上国は、弱い制度や過酷な地
理的条件、間違った政策や貧困の罠、などの下に
あり、その分、経済成長も制約されているという
のだ。これらの制約条件は経済成長のためのファ
ンダメンタル（基礎的条件）とよばれ、成長会計
モデルでは投資率、人的資本、マクロ安定政策、
貿易自由化政策などの変数がコントロール変数に
使われている。各変数の、より「深い」要因は、
制度の質、地理的環境、初期の人的資本などだと
いう議論も盛んだ。

とはいえ、マクロ安定化や貿易自由化の成長効
果は一般的に大きいとは言えない。制度要因につ
いても然り。しかも制度要因に使われる、政府の
質や腐敗の程度といった主観的変数は成長の原因
というより結果にすぎないという批判も有力だ。
結果でない、客観的変数としての制度（民主主義
など）の説明力も東アジアの成長によって否定さ
れる。
他方で、経済発展は産業構造変化を伴う。伝統
的農業部門と近代工業部門の間の大きな生産性ギ
ャップが部門間生産要素再配分の原動力となると
いうルイスの二重構造モデルが有名だ。生産性ギ
ャップが低生産性部門から高生産性部門へと要素
を再配分させ、そこから要素蓄積が進むことによ
って経済成長が持続する。産業革命以後の近代経
済成長プロセスでは農業から工業への産業構造転
換がまさにルイス・モデルを体現している。
しかしながら、発展途上国ではこのメカニズム
が十分に働いてこなかった。実際、近代部門と伝
統部門、フォーマル部門とインフォーマル部門、
貿易部門と非貿易部門、大企業部門と中小企業部
門など、各種の部門間生産格差が巨大で、しかも
持続的なのが途上国の特徴だ。そしてこの格差は
両部門の動学的な対照性にも根ざしている。前
者、すなわち近代部門、フォーマル部門、貿易部

図 2 部門間生産性格差と生産性水準の関係（2005年）

（注）直線は、各国における部門間労働生産性の変動係数（縦軸）を各国平
均労働生産性水準（対数値）へ回帰したもの。

（出所）Mcmillan and Rodrik（2011）
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門、大企業部門、は往々にして規模の経済、技術
外部性を享受し、急速な生産性上昇を示すが、伝
統部門、インフォーマル部門、非貿易部門、中小
企業部門、は往々にして停滞的だ。McMillan and
Rodrik（2011）による図 2は、2005年における
各国の産業部門間生産性格差（変動係数）を生産
性水準に回帰した直線が有意に右下がりになって
いることを示している。すなわち、低生産性国ほ
ど部門間生産性格差が大きくばらついていること
がわかる。そこで、次節では、まず、発展途上国
における産業構造変化と生産性成長の関係を見て
みよう。

2．産業構造変化と開発戦略

前節では、労働生産性において、同生産性水準
の低い国で同生産性成長が高い傾向、すなわち各
国間での収束が見られないことを確認した（図
1）。労働者ではなく、国民 1人あたり GDP の各
国比較でも事情は変わらない。次の図 3の左パネ
ルは 1980年から 2012年にかけての、日本を含む
東アジア諸国と米国の 1人あたり GDP（2005年
ドル固定価格）の推移を 2005年を 100とする指
数で示したものだ。日本とフィリピンを除いて、
各国の同指数は米国のそれを左下から右上へとク
ロスしており、少なくともこの期間中、それら各
国の 1人あたり所得水準が持続的に米国の水準に
近づいている（収束している）ことを示してい
る。なかでも中国は収束速度の速さで群を抜いて

いることが一目でわかる。これに対して日本は
1990年あたりを境に米国との所得収束は停滞し
ている。
このような東アジア新興国の所得収束は、しか
しながら、決して一般的に見られる現象ではな
い。同図の右パネルは同じ変数の推移をラテンア
メリカ諸国と米国について示した。ここではチリ
を除いて、各国の指数は米国のそれと左上から交
わり、2000年代後半の米国経済の停滞を受けて
所得収束が始まったに過ぎない。このような動き
こそ、途上国全体では一般的なパターンを形成し
ている。新興国を含む発展途上国の先進国との所
得収束は、21世紀に入っても、支配的な「ルー
ル」ではなく、稀な「例外」なのだ。
では、このような例外的な所得収束を実現して
いる国々は、その他の国々とどのような点で違う
のだろうか。一つのポイントは、先に述べた産業
構造変化に見いだすことができる。所得収束は先
進国を上回る高い経済成長に他ならないから、そ
れは、高い部門別生産性成長と高生産性部門への
資源再配分のいずれか、またはその両方によって
実現される。なかでも、部門間生産性格差が大き
ければ、資源再配分だけでも経済全体の生産性成
長は可能であり、「典型的な高成長国は成長促進
的な構造変化を経験している（McMillan and Ro-
drik, 2011, p.1）」と言える。戦後の日本経済はそ
の例であり、先に見た東アジア諸国もこれに該当
する。

図 3 1人あたり GDP の推移：東アジアとラテンアメリカ

（出所）World Bank, World Development Indicators より筆者作成。
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例えば、韓国と台湾の産業構造変化を部門別雇
用シェアで示したのが図 4だ。農業部門の相対的
縮小、製造業部門シェアの急速な拡大とその後の
安定、非製造業では商業部門、次いでサービス部
門の着実な拡大が明瞭に見てとれる。
さらに、この間の労働生産性成長を部門内生産
性成長と部門間資源再配分に分解したものが、次
の図 5だ。経済全体の生産成長率を、

（部門別生産性成長率）×（同雇用シェア）＋（部門
別雇用シェア変化率）×（同生産性）

と分解すると、第 1項は部門別成長率の、第 2項
は部門間再配分の、それぞれ（全体の）生産性成
長への貢献度を表す。同図によれば、とりわけ
1970年代、80年代の工業化初期の段階で低生産
性部門から高生産性部門への資源再配分効果が経
済全体の生産性成長に大きな貢献をしたことが示
されている。韓国では、90年代以降、製造業シ
ェアは安定しており、成長促進的な再配分効果は
1980年代までに終わったのかもしれない。他方、
台湾では製造業シェアは縮小に向かっているのに
も拘わらず、まだ再配分効果はプラスである。い
ずれの場合も部門内生産性上昇が圧倒的に大きい

点では共通している。
ラテンアメリカについて生産性成長の要因分解
を行った McMillan and Rodrik（2011）の結果を
みると（図 6）、1980年代の「失われた 10年」を
含む時期において、部門間再配分の低迷が一つの
重要な低成長要因となっていることがわかる。戦
後から 1970年代にかけては再配分効果は 2％と
部門内生産性成長を若干上回っていたが、失われ
た 10年に部門内生産性成長がマイナスに転落す
るとともに、再分配効果もほぼゼロになった。90
年代に入って部門内生産性成長は回復したもの
の、再配分効果はマイナスに転落している。この
間、製造業シェアの拡大は弱々しく、「早すぎる
脱工業化 premature disindustriallization」と呼ばれ
るゆえんである5）。
さらに、図 5と図 6を比べると、韓国・台湾な
ど東アジアは部門間再配分の貢献が大きいだけで
はなく、部門内労働生産性成長（3-6％）もラテ
ンアメリカ（2％弱）を大きく上回っている。
Rodrik（2013）は、この差が両者における製造業
部門のプレゼンスの差によると主張している。と
いうのも、製造業部門は先進国・途上国を問わ
ず、生産性成長収束が見られることによる。図 7
は、1965-2005年の各 10年について、118カ国の

────────────────────────────────────────────
５）ただし、ラテンアメリカの「失われた 10年」の時期におけるマイナスの生産性成長は景気循環要因であり、
製造業の縮小があったとしても、それは所得上昇による需要シフトの結果ではない。それは先進国の脱工業化
と異なり、工業化プロセスからの卒業ではなく、「中退」というべきものだ。

図 4 産業構造変化のパターン：韓国と台湾、1970-2005年（雇用シェア、％）

（出所）Kohsaka and Shinkai（2014）
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製造業部門の期首の労働生産性と同成長率の期間
平均の組み合わせをプロットしたものである。経
済全体についてプロットした図 1とは異なり、製
造業の場合では、期首の生産性が低いほど、同成
長率は高く、成長率を生産性水準に回帰した直線

は傾きが負であり、統計的にも有意となる。すな
わち、製造業についてはグローバルに生産性の
「無条件収束」が見いだせるというのである6）。
製造業の生産性で無条件収束が存在するとき、
東アジアと（ラテンアメリカなど）東アジア以外

────────────────────────────────────────────
６）Rodrik（2013）によれば、製造業部門では成長ファンダメンタルの有無に拘わらず、グローバルに無条件収束
が見いだせ、その収束速度は 3パーセント（β 収束係数）にのぼり、40～50年で格差は半減するという。

図 5 労働生産性成長の分解：アジア新興国

（注）棒グラフのうち、濃い部分が部門生産性成長率、縦線部分が部門間再配分効果。
（出所）Kohsaka and Shinkai（2014）

図 6 生産性成長の要因分解：ラテンアメリカ

（注）棒グラフの濃い部分が部門生産性成長率、薄い部分が部門間再配分効果。
（出所）McMillan and Rodrik（2011），Figure 7.
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の途上国の所得収束の差は、製造業のプレゼンス
の差と部門間再配分の差によって増幅される。す
なわち、製造業シェアが大きいほど、その生産性
成長が経済全体の生産性成長を押し上げる効果は
大きく、また、製造業拡大が急速であるほど、低
生産性部門が縮小することになり、部門間資源再
配分が経済全体の生産性成長を押し上げる効果が
大きいからだ。このようにして、Rodrik は途上
国が先進国にキャッチアップするための現実的な
戦略として「工業化」が重要であることの根拠を
改めて示したのである。
では、このロジックは工業化を終えた、先進国
の脱工業化プロセスにどのようなインプリケーシ
ョンをもつのであろうか。次節では、日米比較に
よってこの問題を考察する。

3．脱工業化戦略

まず、日本と米国の生産性成長のパターンを確
認しよう。日米の生産性成長は 1990年を境にし
て対照的な動きを示している（図 8）7）。これまで

のところ、日本の労働生産性の米国のそれへの収
束は 1990年を境に頓挫あるいは終了した。他方、
1970年代に生産性成長の停滞が懸念された米国
は IT 革命をテコに 1990年代以降、堅調な成長
パフォーマンスを示している（その後、グローバ
ル金融危機で頓挫したが）。
この間の産業構造変化を雇用シェアで示すのが
次の図 9である。先進国でも、例えば日本の戦後
高度成長期をみると、後述するように、製造業な
ど高生産性（成長）部門への労働再配分効果も大
きく総生産性を上昇させた。実際、戦後の日本と
米国の産業構造変化を図 9でみると、農業部門の
縮小、製造業の拡大と縮小、シェアの安定した小
売り・卸売り、サービス部門の拡大、といった構
造変化が極めて顕著に進行してきたことが見てと
れる。が、対照的に 1990年代以降は各部門の生
産性成長率が低下したことと非製造業など低生産
性（成長）部門への再配分効果がいずれも成長を
停滞させている（Kohsaka and Shinkai, 2015）。
既に見たように、戦後日本の高度成長は産業構

────────────────────────────────────────────
７）1960-90年の期間の両国の生産性格差は毎年 3.7％で縮小し続けた。内訳は要素蓄積 2.1％、全要素生産性成長

1.6％と推計されている（Jorgenson and Nomura（2007））。

図 7 製造業の生産性収束

（出所）Rodrik（2013），Figure III.
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図 8 日米の労働生産性と生産性成長率

（注）LP index は 1990年を 100とする労働生産性指数（左目盛り）、LP growth は同成長率（右目盛り）。
（出所）Kohsaka and Shinkai（2013）．

図 9 戦後の日米の産業構造変化（雇用シェア、％）

（出所）内閣府および Bureau of Economic Analysis より筆者作成。
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造の急速な変化を伴った。実際、経済全体の生産
成長率を部門別生産性成長と部門間再配分効果に
分解すると、1960年代（および 70年代）の部門
間再配分効果は、それ自体高い労働生産性成長
（年平均 9.8％）の 3分の 1（同 3.5％）に達した
（表 1）。これに対し、「失われた 10年」の始まる
1990年代には生産性成長は 0.9％、再配分効果は
0％にまで低下することとなった。その後、2000
年代に入っても、生産性成長率は 1.2％にとどま
り、再配分効果はマイナス 0.3％に陥った。
ただし、先進国で再配分効果がマイナスになる
のは珍しいことではない。現に同じ分析枠組みで
推計すると、米国では 1980年代以降、再配分効
果はマイナスに転じており、2000年代には、総
労働生産性成長率 1.2％に対して、再配分効果は
年平均マイナス 0.4％となっている（表 1）。
遡れば、既に 1960年代に Baumol（1967）は、
工業部門の生産性上昇と共に、雇用が工業部門か
らサービス部門へとシフトし、経済全体の生産性
上昇の足を引っ張るであろうことを指摘してい
る。つまり、脱工業化段階の経済では産業構造変
化が成長促進的であると想定できる根拠はなく、
資源は、生産性成長率の高い製造業部門からサー
ビスなど生産性成長率の低い非製造業部門へとシ
フトする。これは、消費者の選好が相似拡大的
homothetic ではなく、所得弾力性の高い製品・サ
ービスへと需要構造がシフトしてゆくのに対応し

ている。
この点を図 10で確認しておこう。図 10は、

1800-2000年の長期に渡って、10カ国（ベルギ
ー、フィンランド、フランス、日本、韓国、オラ
ンダ、スペイン、スウェーデン、英国、米国）の
10年ごとの雇用と付加価値（1人あたり GDP）
の部門別（農業・製造業・サービス8））シェアを
プロットしたものだ。初期のデータは利用可能な
ものが少なく、パネルはバランスしていない。横
軸は 1990年ドル表示の 1人あたり GDP の対数
である。同図より、産業構造変化の「定型的事実
stylized facts」とも言うべきパターンが見てとれ
る。2世紀にわたる 1人あたり所得の上昇過程
で、農業部門は雇用シェア・付加価値シェアの両
方で継続的に縮小し、これとは対照的にサービス
部門は継続的に拡大している。工業部門は当初は
シェア増加、後半は低下と逆 U 字型を示す。
単純に考えれば、脱工業化段階の経済の生産性
成長率を高めるためには、製造業など高生産性部
門に雇用など資源をシフトさせればよいことにな
る。確かに、要素市場の硬直性が部門間再配分を
妨げているとすれば、要素市場の「構造改革」は
ミクロの効率性を改善する。しかし、結果として
低生産性部門への資源シフトを促進するのであれ
ば、それがマイナスの成長効果をもつ可能性を否
定できない。事実、産業別付加価値シェアの変化
は脱製造業・脱工業化を示しており、明らかに需

────────────────────────────────────────────
８）ここで、「農業」（ISIC のセクション A、B）は農業・林業・水産業、「製造業」（同、C、D、F）は鉱業・製造
業・建設、「サービス」（同、E、G-P）はその他の、光熱水道・卸小売り・ホテル飲食・輸送通信・金融保険
不動産・ビジネスサービス・その他サービスの各部門から成る。

表 1 日米の労働生産性成長の要因分解（年平均成長率、％）

（日本） 労働生産性 部門別生産性 部門間再配分 （米国） 労働生産性 部門別生産性 部門間再配分

1950-59 2.19 1.95 0.24

1955-69 9.76 6.27 3.49 1960-69 1.59 1.50 0.10

1970-79 4.15 3.10 1.05 1970-79 0.82 0.31 0.51

1980-89 3.26 2.73 0.53 1980-89 1.08 1.12 −0.04

1990-99 0.88 0.87 0.02 1990-99 1.49 1.71 −0.23

2000-08 1.16 1.49 −0.29 2000-08 1.24 1.62 −0.38

（出所）Kohsaka and Shinkai（2015）
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要は非製造業にシフトしている。むろん、その他
に製造業活動の一部が disbundling によって他部
門や海外に切り出されている影響もあるだろう。
重要なことは、成長戦略のためには技術変化・要
素蓄積に基づく比較優位の変化を前提にすれば途
上国の工業化とは違って、脱工業化段階の経済の
産業構造変化が向かう方向を見定める必要がある
ことだ。

この意味で、農業・製造業・サービスという 3
部門分割は大まかに過ぎる。なぜなら、日米など
の脱工業化最先端国では、この「サービス」部門
は雇用と付加価値の 7-8割を占めるに至ってお
り、しかも同部門の各産業特性や技術変化の質・
量・速度は千差万別だからだ。

図 10 雇用および付加価値における部門別シェア：先進国、1800-2000年

（出所）Herrendorf, Rogerson and Valetinyi（2013），Figure 1.
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a．日本 b．米国

部門間再配分効果
先の図 9から産業間の雇用再配分を見ると、日
米共通に観測されるのは、非製造業における狭義
の「サービス」、すなわちビジネスサービスおよ
び社会・個人サービスの拡大だ。その雇用シェア
は、戦後 50年間で日本では 10％から 35％、米
国では 18％から 40％へと着実に拡大してきた。
他方で、その他の非製造業のうち、卸小売、輸送
通信の各部門は、それぞれ、日本では 16-17％、
5-6％、米国では 14-16％、5-6％とそのシェアが
極めて安定しているのとは対照的だ。
要するに、Baumol が示唆したとおり、高生産

性部門から低生産性部門への資源再配分のマイナ
スの成長効果は日本に特有な現象なのではなく、
むしろ日本のマイナス効果は（今のところ、だ
が）米国より小さい。日米の生産性成長ギャップ
が 1990年代までの縮小傾向から拡大傾向に転じ
たのは、部門間再配分効果によるものと言うより
は、部門内生産性成長の停滞がはるかに重要だと
言える。この点は、Fukao and others（2012）が
既に指摘しており、また、表 1で部門内生産性成
長と部門間再配分の成長効果を比較すれば一目瞭
然だ。そしてそれは、米国についてもあてはま
る。
では、なかでも、どの産業部門がもっとも生産
性成長に貢献しているのだろうか、また、それは
日米で異なるのだろうか。図 11は、1970-2000
年代の日米両国について、各部門内生産性成長の

経済全体の生産性成長への貢献度を表したもの
だ。日米共に、製造業は依然として最大の成長促
進部門であり、運輸・通信がそれに次ぐ。後者の
貢献はとくに米国で顕著だ。両部門とも景気循環
を通じて比較的頑健なことも両国で共通してい
る。卸・小売と金融・保険は両国で対照的な動き
を示している。日本では、両者とも 1990年代ま
では製造業に次ぐ成長貢献部門であったが、金融
・保険が 1990年代に脱落し、卸・小売は 2000年
代に脱落した。これに対して米国では、卸・小売
と金融・保険の両者とも輸送・通信に次ぐ成長貢
献部門となっている（グローバル金融危機以前ま
で、ではあるが。）。
結局のところ、最近 20年間における日米両国
の生産性成長パフォーマンスのコントラストは景
気循環によるところが大きい。卸・小売は消費動
向に大きく依存しているし、金融・保険は直接、
金融危機から影響を受ける。さらに日本の場合
は、継続する不況が投資にまで影響を与え、資本
蓄積と TFP 成長を低迷させているのだ（Kohsaka
and Shinkai（2013））。これに対して、再配分効果
は成長への影響は大きくないか、あったとしても
マイナスである可能性が大きい。

部門内生産性成長
部門間資源配分の成長効果が望めないときで
も、部門内生産性成長の収束があれば、それは経
済全体の生産性成長を促進するはずだ。Rodrik

図 11 生産性成長率への部門別寄与

（出所）Kohsaka and Shinkai（2015）
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は発展途上国の文脈で製造業には、非製造業には
見られない生産性収束効果があると指摘した。脱
工業化段階にある国々はどうだろうか。そこで、
OECD 25カ国について、1970-2007年間の 10年
ごとの部門別労働生産性成長を期首の部門別生産
性水準に回帰してみたのが表 2である。
表 2によれば、経済全体の労働生産性成長の収
束係数推定値は－0.047で、先の図 6の Rodrik の
先進国・途上国を合わせた製造業の収束速度
（0.03）よりやや大きいが、統計的に有意である。
各産業を見ていくと、製造業以外でも強い収束傾
向がみられ、統計的にも有意である。他方、製造
業については収束係数は－0.022で有意水準 10％
で辛うじて有意という結果となった。先に図 2で
は、各国間で部門間労働生産性の変動係数が労働
生産性水準と負の相関を見せることを確認した。
これらを考え合わせると、上の観測結果は、生産
性水準が高くなると製造業以外でも生産性の収束
傾向が出てくる可能性があることを示唆している
ように思われる。
次に、産業ごとに生産性水準と生産性成長のパ
ターンを先進国世界における日米で見てみよう

（図 12）。日米のデータはおのおの○、△の各印
で表されている。日本の場合、経済全体の労働生
産性成長を左右する主要部門は、製造業、卸小
売、運輸通信、サービスである。その中で、日米
間でパフォーマンスが対照的なのは卸小売と運輸
通信だ。卸小売部門では、1990年代と 2000年代
に日本が連続して落ち込み、米国は大きく改善し
た。その結果、日米の生産性格差は拡大してい
る。運輸通信では、90年代からの日本の低迷に
対して、米国の飛躍が目立つ。その結果、生産性
格差は再び拡大している。これに対して、製造業
の場合、90年代、00年代の日本の低迷は比較的
小さいが、米国の改善が著しいため、日米格差は
若干拡大している。最後にサービス部門は 1990
年代まで両国を含む先進国で生産性成長率自体が
低かったため、生産性格差に大きな変化はみられ
ない。ただし、2000年代の米国の生産性上昇は
目覚ましい。
以上を要するに、最近の日米生産性格差の拡大
は、先進国の部門別生産性収束プロセスから大き
く逸脱するものではなく、ただ、日本について
は、とくに卸小売、運輸通信における景気循環の

表 2 部門別労働生産性の収束：OECD 25カ国、1970-2007年

期首生産性の係数推定値 標準偏差 t 値 P＞|t|

全経済 −0.047 0.010 −4.930 0.000

農業 −0.088 0.018 −5.010 0.000

鉱業 −0.229 0.041 −5.540 0.000

製造業 −0.022 0.013 −1.730 0.089

電気水道 −0.084 0.015 −5.590 0.000

建設 −0.074 0.016 −4.790 0.000

卸小売 −0.061 0.012 −4.970 0.000

輸送通信 −0.064 0.013 −4.920 0.000

金融保険 −0.105 0.011 −9.660 0.000

不動産 −0.051 0.015 −3.450 0.001

サービス −0.072 0.011 −6.780 0.000

政府 −0.078 0.008 −9.330 0.000

（注）1970、80、90、2000年代の各 10年期の部門別労働生産性成長率（年率）を期首の同生産性水
準に回帰した結果。年および国ダミーを使用。

（出所）GGDC Groningen Productivity Level Database（http : //www.rug.nl/research/ggdc/data/ggdc-
productivity-level-database）より、新開潤一（札幌学院大学）氏作成。
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影響が支配的であり、他方米国については、製造
業、卸小売、運輸通信、サービスにおける先進国
平均水準を超えた技術革新の効果が大きいのでは
ないかと推測される。
したがって、成長戦略の観点からは、部門間再

分配の促進は重要ではなく、相対的に国内需要に
依存する卸小売、運輸通信、サービスについては
景気回復がもっとも重要であり、加えて製造業、
卸小売、運輸通信で米国の生産性水準への収束プ
ロセスを加速化する構造政策を追求することが全

図 12 産業別生産性収束：OECD 25カ国、1970-2007年

（注）縦軸：労働生産性成長率（％）、横軸：期首の同生産性水準（対数表示）。
（出所）GGDC Groningen Productivity Level Database（http : //www.rug.nl/research/ggdc/data/

ggdc-productivity-level-database）より、新開潤一（札幌学院大学）氏作成。
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体の生産性成長を高めることになる9）。

お わ り に

本稿では、経済開発戦略あるいは成長戦略を再
検討するに当たり、これまでの開発あるいは成長
のためのファンダメンタルな条件を探求するアプ
ローチではなく、構造変化に注目するアプローチ
を探ってみた。経済成長あるいは生産性成長のプ
ロセスが産業構造変化を伴うものであることを明
示的に考慮することによって、そこに各国共通
な、どのような規則性を同定することができるの
か。探求は始まったばかりであるが、いくつかの
論点の確認と今後の研究の方向性について最後に
述べたい。
発展途上国の構造変化については、生産性収束
を実現している国については、東アジアなど、工
業化の進展に伴う、急速な構造変化を示している
ことが確認できる。この点で著しいのは、ここで
は論じなかった中国だ。同じく、ここでは論じな
かったが、東アジアでもタイなど後発新興国につ
いては、最近になって構造変化がやや停滞してお
り、ラテンアメリカの大半の国同様、「早すぎる
脱工業化」あるいは「中所得の罠」の兆候がみら
れる。ラテンアメリカの場合、Rodrik が指摘す
るような資源再配分を妨げる制度的障壁の存在の
他に、失われた 10年など中期的な景気循環の影
響によって工業化の国内原動力となるべき需要シ
フト（高度化）が十分でない可能性もあり、この
点は今後の研究課題となる。
他方、先進国については、例えば日本に関する
限り、要素市場の硬直性による再配分機能の弱さ
は低生産性成長の主要因ではないことが示され
た。国際比較でみて主要な産業部門の生産性水準
で大きな格差は見いだせず、だとすれば再配分の
成長促進効果は限定的であると思われる。他方、
米国との比較で生産性格差が逆に拡大している、
卸小売、輸送通信などの分野については、デフレ
による需要不足が部門生産性上昇の足を引っ張っ
ていると思われ、構造改革もさることながら、何

よりマクロ政策が生産性収束促進のカギを握って
いるのではないか。ただ、これらの部門に狭義の
サービスを加えた各部門では IT 革命の浸透度の
日米格差が、とくに 2000年代以降影響している
可能性があり、要素市場の弾力化で部門間再配分
を狙うより、起業・廃業の弾力化、技術革新促進
など部門内の資源再配分による生産性格差縮小こ
そ、重要な成長戦略を構成するのではないか。
このように、部門別生産性の収束ダイナミクス
を国際比較の視点で分析することで、今後さら
に、発展および成長戦略に関して新たな知見が期
待される。これらは国際比較可能な部門別データ
ベースの開発に助けられている。本稿で用いた、
GGDC（グローニンゲン大学のデータベース）や
KLEMS データベースの発展が新たな知見を引き
出すための宝庫となっていることをここで改めて
強調しておきたい。
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